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北茨城市自治体新電力会社設立調査等業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１　目的 

本市は２０２０年にゼロカーボンシティ宣言を行い、２０５０年に二酸化炭

素（ＣＯ２）排出量の実質ゼロを目指すこととしている。この実現に向けて、

市民・事業者・市が一体となりライフスタイルの見直しや公共施設でのＣＯ２

排出削減、再生可能エネルギーの導入等、ゼロカーボンシティ達成に向けて

様々な取組を推進する必要がある。 

こうした取組の重要な柱の一つとして、地域が主役となって、地域資源を最

大限活用した再生可能エネルギーを設置し、地域内で生み出される地産の再生

可能エネルギー電力（以下、「再エネ電力」）を地域内で利用することにより、

脱炭素と地域経済の活性化を両立させる仕組みを推進する計画である。 

本業務では、上記の再エネ電力地産地消を実現するための仕組みとして、自

治体新電力会社の設立について調査・検討を行い、ゼロカーボンシティ達成の

一助とすることを目的とする。 

 

２　業務の概要 

（１）業務の名称 

北茨城市自治体新電力会社設立調査等業務 

 

（２）業務の内容 

北茨城市自治体新電力会社設立調査等業務委託仕様書（以下「仕様書」） 

のとおり 

 

（３）委託期間 

契約締結の日から令和８年３月３１日までとする。 

 

（４）委託料の上限 

１２，０００，０００円（消費税および地方消費税を含む） 
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３　応募資格要件等 

（１）事業者の構成等 

事業者の構成等については、次のとおりとする。 

①事業者は、単体事業者（以下「応募事業者」という。）又は複数の事業者

により構成されるグループ（以下「応募グループ」という。）とする。 

②応募グループは、その構成事業者から代表事業者１者を定めるものとする。 

③応募事業者又は応募グループの構成事業者は他のグループの構成員にな

ることはできない。 

④応募グループで申込む場合には、参加表明書及び提案書提出時に代表事

業者名を明記し、必ず代表事業者が応募手続きを行うこと。 

　　　　　 

（２）参加資格要件 

応募事業者、応募グループの構成員となる者は、以下の①～⑥に示す要

件を全て満たしていることとする。 

①法人格を有すること。 

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当していない者。 

③会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立

て、民事再生法（平成１１年法律第１５４号）に基づく再生手続開始の申

立て、又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申

立てがなされていないこと。 

④公租公課に未納がないこと。 

⑤北茨城市暴力団排除条例（平成２４年北茨城市条例第３号）第２条第１

号又は同条第３号に規定する者でないこと。 

⑥令和２年度から令和６年度までに環境省の「地域脱炭素実現に向けた再

エネの最大限導入のための計画づくり支援事業」のうち「官民連携で行う

地域再エネ事業の実施・運営体制構築及び事業の多角化支援」の調査実績

がある、又は、地域エネルギー会社設立可能性調査若しくは電力供給事業

化調査等の類似の調査実績があること。 

 

※本公募に参加することは、今後実施予定の公共施設の再エネ導入可能性調 

査に関する公募へ参加すること及び自治体新電力会社の事業パートナー 

募集に関する公募へ参加することを妨げない。 
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４　日程 

・実施要領の公表　　　　令和７年５月２６日（月）※市ホームページに掲載 

・質問事項の締切　　　　令和７年６月　２日（月） 

・質問への回答　　　　　令和７年６月　５日（木）※市ホームページに掲載 

・企画提案書の提出期限　令和７年６月２０日（金） 

・プレゼンテーション　　令和７年６月３０日（月） 

・審査結果の通知　　　　令和７年７月上旬 

・委託契約書の締結　　　令和７年７月上～中旬 

 

※質疑等がある場合は、実施要領等に関する質問書（様式第７号）で、令和

７年６月２日（月）１７時までに電子メールにて提出すること。 

※質問書を送付した場合は到着確認のため、令和７年６月２日（月）１７時ま

でに電話にて確認すること。（土曜日・日曜日を除く９時から１７時まで） 

 

５　応募方法 

（１）提出書類の種類 

以下の№１～８を各様式や任意形態での提出を行うこと。 

 

 

 提出書類 留意事項 様式 部数

 No.１

 プロポーザル 

参加表明書

正本１部のみ提案者の代表者印を押印

する。

様式１ １部

 No.２

 会社概要 パンフレット等や会社概要がわかるも

の。 

会社名、本社・支店所在地、代表者

名、設立年月日、資本金、売上高（過

去３年以内のもの）、従業員数、規

模、組織図、関連会社、等の内容が確

認できること。

任意 ８部

 No.３

 運営体制 本事業実施にあたっての実施体制、担

当、協力体制（外部）

任意 ８部
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（２）提出期限 

令和７年６月２０日（金）１７時必着 

※持参の場合は９時から１７時まで（土曜日・日曜日は除く） 

 提出書類 留意事項 様式 部数

 No.４

 業務実績書 ・過去５年以内における類似実績の実

績、内容 

・類似業務にかかる自治体との契約内

容

様式２ ８部

 No.５

 企画提案書 

 

A３用紙に最大１５枚までに下記の内

容を記載すること（自由記載、文字サ

イズは１１pt、図表を効果的に使用す

ること） 

・「仕様書」の４、業務内容（１）〜

（３）までの各項目に記載の業務内容

に対する基本的な取組内容や考え方 

・本事業実施にあたっての強み 

・事業実施スケジュール 

・本事業を効果的に推進するための提案

任意 ８部

 No.６

 統括責任者及び 

担当者の業務実績

「専門分野」欄には､本業務に関する

分野における専門分野を記入するこ

と。 

「業務内容」欄には､過去に参画した

業務内容と担当した分野を記入するこ

と。

様式３ 

(人数分

提出)

８部

 No.７

 価格提案書 直接人件費、直接経費、間接経費の項

目別に記載すること。

様式４ ８部

 No.８

 参加資格に関する

申立書

公租公課に滞納がない証明書を添付す

ること。 

（「北茨城市入札資格者名簿」に登録

されていない事業者に限る）

様式５ １部
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（３）提出方法 

持参又は郵送 

※郵送の場合は到着したことを確認できる方法を推奨する。不着の場 

合、市は責任を負わないものとする。 

 

（４）提出書類の取扱い 

事業者から提出された提案書の著作権は事業者に帰属する。ただし、市 

は、公表及び展示その他本事業に関し、市が必要と認める用途に用いる 

場合、選定事業者として決定された事業者の提案書の一部又は全部を無 

償で使用することができる。 

なお、事業者から提出された書類は返却しない。 

 

６　選定方法 

（１）審査方法 

本市の職員で構成する審査委員会を設置し審査する。提案書及び提案書 

に基づくプレゼンテーションを行い、評価点数の合計による総合評価で 

最高得点を得た提案者を優先交渉権者とする。また、全体配点が６０点

未満の場合は総合評価で最高得点を得た提案者であっても優先交渉権者と 

しない。点数が同じ場合は、審査委員会で再度審査を行い一本化した審 

査結果を確定する。 

 

プレゼンテーションの日程等は以下の通り。 

①日程：令和７年６月３０日（月） 場所：北茨城市役所会議室（予定） 

　※時間・場所の詳細は提案者に別途連絡 

②提案時間は４０分とする。 

（プレゼンテーション２０分、質疑・応答２０分程度） 

③プレゼンテーションは、本事業に関わる担当者が行うものとし、出席者

は担当者を含め３名以内とする。 
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（２）審査項目 

 

 審査項目 配点 審査の視点

 １ 運営体制に対する評価

 （１）運営体制 １０点 ・本事業を円滑に実施できる運営体制

であるか

 ２ 提案内容に対する評価

 （１）自治体新電力会社の

基本方針の検討 

２０点 ・検討にあたり、必要な知識やノウハ

ウを有しているか 

・検討にあたり、幅広いネットワーク

を有しているか 

・パートナー事業者の公募まで詳細な

スケジュールが組まれているか　　　　　　　　　

・実現性の高い調査の実施が期待でき 

るか

 （２）自治体新電力会社の

ポテンシャル調査

２０点 ・検討にあたり、必要な知識やノウハ 

ウを有しているか 

・有効性の高い調査提案が期待できるか 

・実現性の高い手法の提案が期待でき 

るか

 （３）自治体新電力会社の

事業化プロセスの整

理

３０点 ・全体業務の範囲に的確な提案ができ

ているか 

・事業化プロセスの整理に実現性の高

い提案が期待できるか 

・有効性の高い事業採算性の分析が期

待できるか 

・新電力会社のシナリオ・ロードマッ

プの作成に実現性の高い内容が期待

できるか

 （４）募集要項素案の作成 １０点 ・仕様書作成向けた考え方、方針を明

確に捉えているか 

・仕様書作成にあたり、事業者からの

提案を促す提案が期待できるか

 
小計 ９０点（委員一人あたり）×５人＝４５０点
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 審査項目 配点 審査の視点

 ２ 客観的評価（５０点）

 （１）実績 ２５点 ・類似する業務の実績があり、専門的

な知識やノウハウを有しているか 

・実績の件数に応じ、以下の通りの得

点とする 

１件　　　　　５点 

２～３件　　１０点 

４～６件　　１５点 

　７～９件　　２０点 

　１０件以上　２５点

 （２）見積金額 ２５点 ・２５点 ×（提案価格のうち最低価

格／自社の提案価格）

 
合　計 ５００点
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７　提案書の失格 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。  

（１）「３　応募資格要件等」で規定する項目に抵触する場合 

（２）提出書類に評価に関わる虚偽の記載を行った場合 

（３）提出期限までに提出場所に提案書類の提出がない場合 

（４）プレゼンテーション審査に遅刻・欠席した場合 

（５）提案に関して談合等の不正行為があった場合 

（６）選定結果に影響を及ぼす恐れのある不正行為を行った場合 

（７）特許や事業モデルなど、事業実施にあたり権利関係に問題があった場合 

（８）前各号に定めるもののほか、企画提案にあたり著しく信義に反する行為

等により、審査委員会が失格と認めた場合 

 

８　留意事項 

（１）本プロポーザルの応募に要する経費等は、応募者の負担とする。  

（２）提案書類は返却しない。  

（３）応募者の申出による提出期限以降の提案書類等の変更、差し替え及び再

提出は認めない。 

（４）審査の内容等についての質問は受け付けない。  

（５）提出書類に記載された受託業務の担当者等は、発注者がやむを得ないも

のとして認める場合を除き、変更することはできない。  

（６）応募を取り下げる場合は、速やかに事務局まで文書で通知すること。 

 

９　提出先・問い合わせ先 

北茨城市環境産業部生活環境課脱炭素推進室 

所　在：〒３１９－１５９２　茨城県北茨城市磯原町磯原１６３０ 

電　話：０２９３－４３－１１１１（代表） 内線３７３ 

ＦＡＸ：０２９３－４３－１１０８ 

E-mail：kankyou@city.kitaibaraki.lg.jp


